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平成 28 年 2 月例会：次第（平成 28 年 2 月 27 日開催）

１、会長挨拶

２、報告事項

【会員の状況】 平成 28年 2月

（1） 入会者：問山健太郎（といやまこどもｸﾘﾆｯｸ）・小熊哲也（おぐまﾌｧﾐﾘｰｸﾘﾆｯｸ）

        中妻賢志（近江草津徳洲会病院）

   退会者：なし

  異 動：なし

        

（２） 会員の状況（28 年 2月）

      Ａ会員：136 名、 Ｂ会員：152 名、  合計：288 名

【総 務 部】

（１）平成２８年度会費減額申請について
滋賀県医師会会費徴収規程第４条に定める「Ａ会員の会費の減額」について、申請する会員は

以下をご確認のうえ対応願いたい。

1. 申請締日：平成 28 年 3 月 20日  ※当日消印有効

2. 会費の減額適用条件：

第１項：前年度１月１日における在籍会員数が 6 名以上の私的病院を開設または管理する

会員

第２項：前年（度）分の医業収入額が、満年齢 75 歳未満の会員にあっては 3千万円未満

75歳以上 83歳未満の会員にあっては 5百万円未満の会員

※詳細は、2月中旬に送付した会費決定通知及び申請書をご確認いただきたい。

なお、申請書様式は本会 HP に掲載。

（２）障害者差別解消法の施行に向けた医療関係事業者等への周知について
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が本年４月１日から施行されるにあたり、

同法の規定に基づき、「障害者差別解消法医療関係事業者向けガイドライン～医療分野におけ

る事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する対応指針～」が公表

された。障害者に対する不当な差別的扱いの禁止や、社会的障壁の除去の実施について必要か

つ合理的な配慮の実施に関し、医療分野の事業者が適切に対応するために必要な考え方が示さ

れているので参照のうえ、同法の理念を理解し、差別の解消に向けた積極的な取組をお願いし

たいとのことである。

参照：厚生労働省 HP から PDF データがダウンロード可能

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/sabetsu

_kaisho/

（３）日医キャラクターの白クマについて
  日医のキャラクターとして使用している「赤いハートの鼻をもつ白いクマ」は、平成 14年

11 月に意匠登録を行い、広報ツールとしてさまざまな場面で使用してきたが、本年 3 月末で

デザインを制作者に返却することとなった。

ついては、本キャラクターは３月末をもって使用できないので、ご了知願いたい。

なお、今後、新キャラクターについては、国民や会員などからデザインを募集するなど検討

していきたいとのことである。

（４）乳幼児福祉医療費助成事業費補助の制度拡充について（総務資料 1）

（５）会員医療機関が所有する不要又は廃棄予定の水銀体温計・水銀血圧計について
   平成 25 年 10 月に採択された「水銀に関する水俣条約」を受けて、平成 28 年には法改正がなさ

れ、水銀含有物の廃棄処理が一層困難になる見込みである。ついては廃棄や収集方法等の検討

等の検討を進めることを目的とし、会員医療機関で保有する“不要又は廃棄予定”の水銀体温

計・水銀血圧計の数量把握のための調査を実施するので、ご了承いただきたい。



2

   ※水銀は特定有害産業廃棄物で、通常の医療廃棄物収集業者では扱えない。

   ※通常使用に問題はない。廃棄する場合は手続き等がより厳しくなり、処理費用が高くなる可

能性がある。

（６）日医かかりつけ医機能研修制度について及び平成 28 年度日本医師会生涯教育カリキュ

ラム一部改訂について（総務資料 2）

（７）第５回 在宅医療推進のためのシンポジウム開催について（総務資料 3）

（８）滋賀県立学校嘱託産業医の選任について（総務資料 4）

（９）平成 28 年度 草津・栗東・守山・野洲市における滋賀県予防接種広域化事業の取り組

みについて（総務資料 5）

（10）草津栗東医師会の平成 28 年度予定表について（総務資料 6）

（11）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく結核健康診断の

実施に伴う報告書の提出について（総務資料 7）

（12）草津市肺がん検診従事者研修会の開催について（総務資料 8）
   3 月 12 日(土)14:00～16:00 草津商工会議所１階ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾎｰﾙ

（13）平成 27 年度乳がん検診従事者講習会の開催について（総務資料 9）

（14）平成 27 年度第 2 回乳がん検診ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ読影研修会の開催について（総務資料 10）

（15）湖南広域休日急病診療所診療体制調整会議について報告（総務資料 11）

（16）おくすり手帳について報告（総務資料 12）

（17）済生会滋賀県病院 地域医療支援事業運営委員会ついて報告

（18）平成 28・29 年度滋賀県予防接種健康被害専門医師団の医師の推薦について
   平成 28・29 年度 委員は樋上雅一（会長）・白波瀬亙(理事)の 2名が再選されました

（19）滋賀県立高等技術専門校（テクノカレッジ）の校医廃止について報告
   平成 28 年 4 月 1日よりテクノカレッジの校医が廃止された

（20）滋賀県医師会の 2 月以降の講演会・研修会等の予定表について（予定表）

（21）第 1 回 認知症にかかる医療と介護の滋賀県大会開催について（チラシ）

（22）草津市在宅医療普及啓発市民講座及び家族介護教室（チラシ）

（23）滋賀県立成人病ｾﾝﾀｰ第 77 回がん診療セミナー招聘講座開催について（チラシ）

（24）滋賀県における性犯罪・暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて

（チラシ）

（25）「新入学（園）児と高齢者の交通事故防止運動」ﾘｰﾌﾚｯﾄの送付について(チラシ)

（26）滋賀県医療情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（びわ湖ﾒﾃﾞｨｶﾙﾈｯﾄ）研修会の開催について（チラシ）

（27）医療安全「採血を受ける方へ」ポスター及びリーフレットの配布・掲示について

（総務資料 5）

【学 術 部】

［医療安全］

（１）ニボルマブ（遺伝子組換え）製剤使用時の劇症 1 型糖尿病の副作用について
ニボルマブ（遺伝子組換え）製剤は、承認以降これまでに 1型糖尿病の副作用（劇症 1型糖尿

病を含む）について、因果関係が不明なものも含め 7例報告（うち死亡例は無し）され、そのう

ち平成 27 年 11 月以降のものは 2例となっている。一方で、本剤は平成 27 年 12月に「切除不能

な進行・再発の非小細胞肺癌」への適応が承認され、また本年 2 月からは包括医療費支払制度の

対象外となり、使用患者数の増加が見込まれる。

1 型糖尿病のうち、劇症 1 型糖尿病は 1 週間前後以内にケトアシドーシスに陥るなど、急激に重

篤化し、適切な処置をしなければ死亡に至るリスクも想定されるため、早期発見や適切な治療を

速やかに行うことが重要である。

ついては、本剤の使用中に急激な血糖値の上昇、もしくは口渇・多飲・多尿・体重減少・全身

倦怠感・意識障害などの糖尿病症状の出現を見た際には、劇場 1 型糖尿病の可能性を考慮し、糖

尿病専門医との緊密な連携の下早急な対処が必要である。また、患者に対しても、劇症１型糖尿

病の可能性や注意すべき症状について、あらかじめ十分に周知しておくことが求められるので、

ご了知願いたい。
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（２）子どもによる医薬品誤飲事故の防止対策の徹底について
消費者安全調査委員会から、「子どもによる医薬品誤飲事故」に係る調査報告書がまとめられ、

事故等原因調査の結果、保護者に誤飲事故について十分に認知されていないことや、誤飲事故が

発生した際の対処方法を知らない保護者が多いことが報告されている。

ついては、子どもが誤飲して、重い中毒症状を呈するリスクが高く特に注意を要する医薬品“向

精神薬、気管支拡張剤、血圧降下剤及び血糖降下剤等”を中心に、医薬品の処方又は調剤に当た

っては、家庭における保管について保護者に注意喚起するとともに、薬袋等に誤飲に関する注意

点を記載する等の対策を講じるよう願いたい。

詳細は消費者庁 HP消費者安全調査委員会公表資料「子供による医薬品誤飲事故」を参照。

http://www.caa.go.jp/csic/action/index5.html

☆参考 保護者への注意喚起掲示物の例を本会 HPに掲載

（３）健康被害救済制度について
健康被害救済制度は、医薬品医療機器総合機構法に基づく公的制度として、医薬品の副作用等

により入院が必要な程度の疾病や障害等の健康被害を受けた方の救済を図るため、医療費、医療

手当、障害年金、障害児養育年金等の給付を行うものである。そして、救済給付の請求は、発現

した症状及び経過とその原因とみられる医薬品と因果関係等の証明が必要であり、健康被害に遭

われた方等が、請求書と併せて、医師の診断書、薬局等で医薬品を購入した場合は販売証明書等

の必要な書類を添えて、医薬品医療機器総合機構に直接行うことが必要である。

ついては、今般、厚生労働省から、医薬品等の副作用等で健康被害に遭われた方等が救済給付

を受けるために、これらの書類作成への協力を求めてきた場合には医療機関にご協力をお願いし

たいとの通知があったので、ご了知願いたい。

医薬品副作用被害救済制度

http://www.pmda.go.jp/kenkouhigai_camp/index.html

医薬品副作用被害救済制度で用いる診断書、販売証明書等の様式

http://www.pmda.go.jp/relief-services/adr-sufferers/0004.html

（４）医薬品の「使用上の注意」の改訂について 【日医常任理事通知（法安 163）】

    下記医薬品の使用上の注意事項が改訂された。詳細は、医薬品医療機器総合機構「ＰＭＤＡ医

療安全情報」のページに掲載されているのでご確認いただきたい。

http://www.pmda.go.jp/safety/info-services/drugs/calling-attention/revision-of-pr

ecautions/0293.html

☆平成 28 年 1 月 12 日付け

①アジルサルタン、②アジルサルタン・アムロジピンベシル酸塩、アムロジピンベシル酸塩、

③アリスキレンフマル酸塩・アムロジピンベシル酸塩、イルベサルタン・アムロジピンベシ

ル酸塩、④カンデサルタン シレキセチル・アムロジピンベシル酸塩、⑤テルミサルタン・

アムロジピンベシル酸塩、⑥バルサルタン・アムロジピンベシル酸塩、⑦アムロジピンベシ

ル酸塩・アトルバスタチンカルシウム水和物、⑧ニンテダニブエタンスルホン酸塩、⑨タゾ

バクタム・ピペラシリン水和物、⑩ピペラシリンナトリウム、⑪アトバコン、⑫イトラコナ

ゾール、⑬アトバコン・プログアニル塩酸塩

（５）医療事故情報収集等事業 第 43 回報告書について
   日本医療機能評価機構は、平成 16 年 10月から、医療機関から報告された医療事故情報等を

収集、分析し、その分析結果を定期的な報告書として提供することにより、広く医療機関が医

療安全対策に有用な情報を共有するとともに、国民に対して情報を提供することを通じて、医

療安全対策の一層の推進を図ることを目的として実施しており、今般、第 43 回報告書が公表

された。

   ついては、同様の事例の再発防止及び発生の未然防止のため、本報告書をご活用願いたい。

http://www.med-safe.jp/contents/report/

［生涯教育］

（１）平成 27 年度日本医師会生涯教育制度への申告について
標記について、日医雑誌 3月号に申告書用紙が同封されるが、本会では一括申告を実施してい

るので日医へ申告していただかなくてよい。5 月頃に本会から各会員宛に取得単位票および申告

確認書を送付予定であるため、その際に受講記録を確認いただき、一括申告に同意いただきたい。
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【保 険 部】
≪保険関係連絡事項≫

（１）難病法による特定医療及び小児慢性特定疾病医療支援の受給者証等に所得区分が記

入されるまでの間の取扱いの延長について 【日医常任理事通知（保 168）】

   （県医師会報２月号「保険」のページ P.41 に掲載済）

（２）公知申請に係る事前評価が終了し、医薬品医療機器等法に基づく承認事項の一部変

更承認がなされた医薬品の保険上の取扱いについて 【日医発第 961 号（保 156）】

    （概要は県医師会報２月号「保険」のページ P.42～P.43 に掲載済）

    ※日医ホームページのメンバーズルーム内、医療保険の「医薬品の保険上の取扱い等」

のコーナーに掲載済

    http://www.med.or.jp/japanese/members/iryo/iyaku/

（３） 滋賀県肝炎治療特別促進事業実施要綱の一部改正について

    （概要は県医師会報２月号「保険」のページ P.43～P.44 に掲載済）

    ≪主な内容≫

    ・肝炎治療特別促進事業におけるヴィキラックス配合錠の取扱いについて

    ・肝炎治療特別促進事業におけるインターフェロンフリー不成功後のインターフェロンフリ

ー治療に対する助成の開始について

（４） 後発医薬品の必要な規格を揃えること等について

   【日医常任理事通知（地Ⅰ270）（保 167）】

    ・本通知は、主に後発医薬品メーカーを対象に示された内容になっているが、昨今の後発医

薬品の取扱いについてご確認いただく際の参考としていただきたい

（５）材料価格基準の一部改正等について 【日医発第 962 号（保 157）】

    （新たに機能区分及び保険償還価格が設定された医療機器等−平成 28 年 1月 1日適用−）

    （日医雑誌 3月号掲載予定）

   ※日医ホームページのメンバーズルーム内、医療保険の「新たに保険適用が認められた検査・

医療機器等」のコーナーに掲載済

     http://www.med.or.jp/japanese/members/iryo/tekiyo/

（６） 医療機器の保険適用について（２月１日保険適用分）及び「医療機器の保険適用に

ついて」の一部訂正について 【日医発第 963 号（保 158）】【日医事務連絡（保 159）】

（７）共済組合員証の無効について

①裁判所共済組合神戸支部（保険者番号 31280324）

     記号番号   無効年月日 無効事由         備 考

   123-220593  H28.1.25   紛失のため ・組合員被扶養者 (H3.7.15生まれ) は

                        草津市野路在住

                        ・組合員(S39.6.23生まれ)は神戸市在住
                    

    （県医師会報２月号「保険」のページ P.44に掲載済）

（８）豊郷町における福祉医療費助成事業の町単独事業の実施について

   （概要は県医師会報３月号「保険」のページ掲載予定）

（９）予防接種の費用の取扱い、および抗インフルエンザ薬を予防目的で投与する際の留

意点について

    （県医師会報２月号「保険」のページ P.50 に掲載済）

   ≪ご留意願います≫

   ①予防を目的とした投与に係る費用は保険給付の対象とはならないため保険外診療扱いとなる

   ②薬事法上、タミフルカプセル 75 及び同ドライシロップ３％を予防投与できる対象者

     →原則としてインフルエンザウイルス感染症を発症している患者の同居家族又は共同生活
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者である次の者を対象とする

       (1)高齢者（65 歳以上）

       (2)慢性呼吸器疾患又は慢性心疾患患者

       (3)代謝性疾患患者（糖尿病等）

       (4)腎機能障害患者

〔診療報酬改定関係〕

(10) 平成 28 年 4 月診療報酬改定に係る説明会の開催について（保険部資料 1）

    （県医師会報２月号「保険」のページ P.45～P.46 に掲載済）

【公衆衛生部】

［地域保健］

（１）ジカ熱に関する情報提供について
ジカ熱は、蚊によるジカウイルスの媒介を主たる感染経路とする感染症で、その症状はデング

熱ほど強くないものの酷似しており、日本では 2013 年以降、輸入症例が 3例報告されている。

昨年、ブラジルにおいて妊娠中のジカ熱感染症と胎児の小頭症の関連性に関する発表が同国保

健省からなされ、また本年 1月には、米国 CDC が妊娠中のジカ熱感染に関して、より詳細な調査

報告が得られるまでは流行国への妊婦の渡航を控えるよう警告を発出している。

ジカ熱に関する Q&A 等詳細は、厚生労働省 HP を参照

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000109881.html

（２）厚生労働科学研究事業『青少年における「疼痛又は運動障害を中心とする多様な症状」

の受療状況に関する全国疫学調査』に対する協力依頼について
HPV ワクチン接種後に生じた症状と接種に関わらず同様の症状により医療機関を受診する患者

数の臨床疫学特性を把握するための研究が厚生労働科学研究事業として実施されることとなり、

厚生労働省より本会宛て協力依頼があった。同調査施設は 11 診療科（小児科、神経内科、麻酔

科、産婦人科、整形外科、消化器内科、総合診療科、リウマチ科、脳神経外科、心療内科、精神

科）を持つ 200床未満の病院 50％抽出及び、ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種後に生じ

た症状の診療に係る協力医療機関全数であり、当該施設には研究班事務局より直接協力依頼がな

されるとのことであるので、ご了承願いたい。

詳細は、日医文書管理システム 会員向け文書管理システム（地Ⅲ217 号、発信日 H28/01/26）

を参照。

（３）化血研が製造販売する組換え沈降 B 型肝炎ワクチン（酵母由来）乾燥組織培養不活化

A 型肝炎ワクチンについて
今般、一般財団法人化学及血清療法研究所（化血研）が製造販売し、現在、出荷差し控えと

なっている「ビームゲン®注 0.25mL」及び「ビームゲン®注 0.5mL」（組換え沈降 B 型肝炎ワク

チン（酵母由来））並びに「エイムゲン®」（乾燥組織培養不活化 A 型肝炎ワクチン）につい

て、厚生科学審議会感染症部会委員への意見聴取の結果、当該製品については、肝炎の発生の

予防及びまん延の防止を推進する観点から、出荷を認め、供給不足を避けるべきと考えられる

とされた。

詳細は、日医文書管理システム 会員向け文書管理システム（地Ⅲ222 号、発信日 H28/01/29）

を参照。

（４）平成２７年度「自殺対策強化月間」における啓発活動の推進について
  自殺総合対策要綱において毎年３月が「自殺対策強化月間」として設定され、国、地方公共

団体、関係団体、及び民間団体等が連携して啓発活動、及び支援策を強力に推進することを目

的に平成 27 年度「自殺対策強化月間」実施要綱が作成された。

ついては、今年度も啓発活動に積極的にご支援ご協力願いたい。

なお、啓発用ポスターについては日本医師会雑誌（平成 28 年 3月号）に同封される予定。

詳細は、内閣府 HP を参照「平成 27年度自殺対策強化月間実施要綱」並びに広報ポスター

http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/kyoukagekkan/h27/index.html

(５)厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会基本方針部会の審議について
今般審議された結果、B型肝炎ワクチンの定期接種化について、以下のとおり了承されたの

で情報提供する。
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①開始時期：平成 28年 10 月

②分類：A類疾病として規定

③定期接種開始時における対象者：平成 28 年 4 月以降に出生した者

④対象年齢：生後 1歳に至るまでの間にある者

⑤標準的な接種期間：生後 2月に達した時から生後 8月に達するまでの期間

⑥母子感染予防の対象者の取扱い：

HBS抗原陽性の妊婦から生まれた乳児として、健康保険によりB型肝炎ワクチンの投与（抗

HBS 人免疫グロブリンを併用）の全部又は一部を受けた者については、定期の予防接種の対

象者から除く。

⑦長期療養特例：

    ・接種の対象年齢の上限は設けない。

    ・なお、10 歳以上の者に対する接種量は、0.5 ﾐﾘﾘｯﾄﾙとする。

⑧既接種者の取扱い：

定期予防接種が導入される以前に、定期の予防接種の規定に相当する方法ですでに接種を

受けた対象者については、定期接種に規定された接種を受けた者とみなす。

詳細については、厚生労働省 HP を参照

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-kousei.html?tid=127714

【小児保健部】

（１）「子ども予防接種週間」の実施に伴う小児救急医療体制の確保について
1 月 13 日発行の本会員宛て連絡事項でお伝えした平成 28 年 3 月 1日（火）から 3月 7日（月）

まで実施される子ども予防接種週間に際し、今般、厚生労働省より、重篤な副反応が発生した時

に備えた小児救急医療体制の確保について万全を期するよう協力依頼があった。

ついては、予防接種実施医療機関は当該週間中における 2次、３次救急医療機関の把握につい

てもご留意願いたい。

また、下記被接種者に対する予防接種注意事項についても改めてご了知願いたい。

①予防接種後に被接種者が高熱、けいれん等の症状を呈した場合には、速やかに医師の診察を受

けること。

②医師の診察を受けた場合には、速やかに当該予防接種を行った都道府県知事又は市町村長に通

報することと規定されている。

（２）小児救急対応マニュアルの発刊について（小児保健資料 1）
［学校保健］

（３）側弯症と運動器検診について報告

３、平成 28 年 3 月の日程
3 月理事会 :3 月 19 日（土）14:00～   草津栗東医師会会議室

   3 月 例 会     :3 月 27 日 (土) 14:00～ 草津市立ｻﾝｻﾝﾎｰﾙ 3 階会議室

  診療報酬改定説明会

          ：3月 31 日（木）14:00～   草津市立ｻﾝｻﾝﾎｰﾙ 3 階会議室

４、医協連絡事項

≪診療報酬改定関連書籍のご案内≫
平成 28 年 4 月に実施予定の「診療報酬・薬価基準改定」に対応した関連書籍を組合員価格にて斡

旋しております。例年同様、代表的な書籍については所属の地域医師会様からご案内いただき、多

くのお申し込みをいただきありがとうございました。その他の関連書籍についても組合員価格 10％

割引・送料無料にてお取り扱いしておりますので、医協まで直接ご注文ください。詳細は医師協ス

クエア 1月号または医協ニュース 2月号をご覧ください。
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≪3 月末まで！京滋エリア連携「エコーキャンペーン」≫
医協のスケールメリットを活用し、価格面でのメリットを追求した「エコーキャンペーン」が平

成 28 年 3月末にて終了いたします。

「近々、買替を検討している」、「安く買えるタイミングを待っていた」という先生方は、  是非、

この機会にご案内している機種をご覧いただきデモ・見積等お気軽にご相談ください。

詳細は医師協スクエア 1月号または医協ニュース 2月号の折込チラシをご覧ください。

≪組合員向け事業承継セミナーのご案内≫
医師協同組合では組合員を対象に「事業承継セミナー」を開催いたします。参加費無料！  お

申込みは医師協スクエア 1月号または 2月引去明細に同封の折込チラシにてご依頼ください。

開催日程 平成 28年 3 月 3日（木）

会  場 医協ビル 3F 県医師会会議室

対  象 承継を希望している開業医および親族の方

セミナー

内  容

第１部 医業承継の進め方・事例紹介 14：00～14：45

総合メディカル株式会社 藤本 貴也 氏

第２部 承継開業の経験談     15：00～15：45

医療法人百進会ももたろう痛みのクリニック

理事長 高原 寛 氏

第３部 承継時に注意すべき税務  16：00～16：45

左近税理士事務所 税理士 左近 照麗 氏

終了後、コンサル・税理士による個別相談会を実施

主催：滋賀県医師協同組合  共催：総合メディカル株式会社


































































































































